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　日本政府観光局（JNTO）が発表した2025年上
半期の訪日外国人旅行者数は、前年同期比21.0%
増の2151万人と、過去最速で2000万人を突破し
た。コロナ前の2019年同期比で29.4%増と3割近
く伸びた。村田茂樹観光庁長官が就任会見で語っ
た「力強い成長軌道」という表現は、現状認識と
して妥当な部分もあるが、同時に楽観視できない
要素も存在する。 
　6月の訪日外国人旅行者数は337万7000人で、
19年比17.3%増だが、前年比では7.6%増にとど
まった。コロナ禍から前年比大幅増を続ける中
で、一桁台にとどまったのは初めてだ。香港を中
心に「7月5日に日本で大地震が起きる」という風
評被害が影響したことが大きな要因だが、果たし
てそれだけなのか。今年に入って2、3月に10%台
の伸びに鈍化しており、急速な伸びを続けてきた
インバウンドの成長が一段落してきている兆候と
も見て取れる。 

主要市場動向に見る不安定性 

　国・地域別の動向を見ると、成長の基盤には不
安定な要素が散見される。香港からの訪日旅行者
が6月に前年同月比33.4%減となったのは、前述
の「7月5日に日本で大地震」という日本の漫画作
品から端を発した風評被害が影響した。これは特
異なものと思われがちだが、現在のインバウンド
需要がいかに外的要因に左右されやすいかを示し
たものといえる。 
　中国市場の1-6月が前年比53.5%増という大幅
な伸びも、政治的関係の改善という一時的要因に
依存している面があり、持続性には疑問符が付
く。6月単月は19.9%増に鈍化した。 
　一方で最大市場の韓国の1-6月は7.7%増と相対
的に安定しているが、これも近年の日韓関係の改
善に支えられた側面が強い。6月は3.8%増と鈍
化。今後の日韓関係の動向次第では難しい局面に
入る可能性もある。 
　欧米市場では米国の1-6月が26.7%増と好調だ

が、6月は16.4%増に鈍化。これは主に円安効果
による部分が大きく、為替動向に左右される構造
的脆弱性を抱えている。 
　オーストラリアは6月3.9%減とマイナスに転化
した。航空座席数減少という供給側の制約が要因
とされるが、今後の需要次第では、鈍化してくる
可能性も否定できない。 
　今回の参議院選挙で排外主義的な政党が躍進し
たが、外国人に関しては、在日外国人も訪日外国
人旅行者も一括りにされている。「オーバーツー
リズム」と言われる要因も、訪日外国人旅行者が
増えたことによるものという一方的な主張が見受
けられた。 

地方誘客に課題、消費額は過去最高 

　村田長官が指摘した「地方部の外国人宿泊数
2.0泊という目標が達成できていない」という現
状は、インバウンド政策の根本的課題を浮き彫り
にしている。訪日外客数が過去最高を更新し続け
る一方で、その経済効果が東京・大阪・京都といっ
たゴールデンルートに集中し続けているという構
造は、ここ数年ほとんど変わっていない。 
　「持続可能な観光地域づくり」や「地方誘客の
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促進」の具体的な成果は限定的にとどまる。2030
年度までの次期基本計画策定に向けた議論がス
タートしたとはいえ、現行計画の目標未達成とい
う現実を踏まえると、従来の延長線上ではない抜
本的な政策転換が必要かもしれない。 
　地方への経済波及効果が限定的である背景に
は、デジタル化の遅れ、交通インフラの制約、多
言語対応の不備、認知度不足といった構造的要因
がある。これらは短期間で解決できる課題ではな
く、長期的視点での取り組みが求められる。 
　それでも、外国人旅行消費額が上半期として、
過去最高の約4兆8000億円を記録した。一人当た
りの消費額増加や滞在期間の長期化は、質的向上
の兆しとして歓迎すべき傾向だ。 
　ただし、この消費増加がどの程度持続的なもの
かは慎重に見極める必要がある。円安効果による
見かけ上の増加という側面もあり、為替が円高に
転じた場合の影響は未知数だ。また、消費額の増
加が地方経済にどの程度波及しているかという点
でも検証が必要だろう。 

アウトバウンド低迷が深刻化 

　出国日本人数が2019年比で69.3%の回復にとど
まっていることは、インバウンドの好調さと対照
的で、アウトバウンドの売上比率が高い旅行業界
にとっては、問題はさらに深刻化している。上半
期の出国日本人数は660万9000人、前年同期比
14.0%増とはいえ、回復ペースは明らかに鈍い。 
　この背景には円安の影響があることは確かだ
が、それだけではコロナ前と比べて30%以上も回
復が遅れていることを説明することはできない。
若年層の可処分所得減少、海外旅行への関心低
下、さらには内向き志向の強まりなど、より根深
い社会的変化が影響している可能性が高い。若い
人のパスポート取得を支援することが、どの程度
の効果をもたらすか検証する必要がある。 
　村田長官が新設した旅行振興担当参事官に期待
する「インバウンドとアウトバウンドの相乗効
果」に期待するが、現実のギャップは想像以上に
大きい。日本人の海外体験不足は、真の意味での
国際観光立国の基盤を揺るがす要因ともなりかね
ない。 

情報戦略、人材確保に課題 

　風評被害による香港の事例は、デジタル時代に
おける情報管理の困難さを示した。村田長官は
「正確な情報発信」の重要性を強調したが、SNS
での情報拡散に対する従来型の対応では限界があ
る。気象庁の発表やJNTO香港事務所を通じた情
報発信は適切な対応だったが、それでも33.4%減
という大幅な減少を防ぐことはできなかった。 
　この事例は、現代の観光プロモーションが従来
の一方向的な情報発信から、リアルタイムでの双
方向コミュニケーションへの転換を迫られている
ことを示している。しかし、現在の体制でそうし
た対応が十分にできているかは疑問だ。 
　観光人材の確保・育成について村田長官は「強
力に推進していく」と述べたが、これは業界が直
面している最も深刻な課題の一つだ。コロナ禍で
多くの人材が業界を離れ、現在の人手不足は深刻
な状況にある。 
　単純な人材確保だけでなく、労働環境の改
善、処遇の向上、キャリアパスの明確化など、根
本的な構造改革が必要だ。「第2のふるさとプロ
ジェクト」「ワーケーション推進」「ユニバーサ
ルツーリズム」といった新たな取り組みも、そ
れを支える人材基盤が脆弱では効果的な展開は
期待できない。 

都市部に集中する訪日客（新宿歌舞伎町）
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消費額15兆円へ旅行の質を高める 

　2030年の訪日外国人旅行者数6000万人、消費
額15兆円という目標設定について、村田長官は前
長官からの継承として言及したが、この目標自体
の妥当性についても検証が必要だろう。単純な数
値目標の追求が、持続可能性や質的向上といった
本来の目的と整合するかは議論の余地がある。 
　現行の観光立国推進基本計画の目標未達成という
現実を踏まえれば、次期計画では量的目標と質的目
標のバランス、実現可能性の精査、政策手段の実効
性などについて、より慎重な検討が求められる。 
　上半期のインバウンド2151万人という数字は確
かに明るい材料だが、解決すべき構造的課題が山
積している。地方誘客の限界、アウトバウンドと

の格差、情報管理の困難さ、人材不足、政策目標
と現実のギャップなど、これらの課題に正面から
向き合わなければ、持続的な発展は望めない。 
　訪日外国人旅行者数の伸びは鈍化する。今年は
4000万人から4100万人との予想もあるが、それ
でも2030年の6000万人のハードルは高い。ただ
し、持続可能な観光、地方への分散、高付加価値
旅行を進めていく上で、真の目標は15兆円の消費
額にあり、「力強い成長軌道」はその目標に向け
て質を高めることにある。 
　2025年の訪日外国人旅行者1人当たり地方部宿
泊数2泊の達成は、現時点では厳しい。この課題
を冷静に分析し、実効性のある対策を講じる。
「力強い成長軌道」の質と持続性を厳しく問い続
け、成果を上げることを期待したい。
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